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要  旨 

1111．．．．研究背景研究背景研究背景研究背景とととと研究目的研究目的研究目的研究目的    

本研究の背景として、ヒト・モノ・カネ・情報といった経営要素の中で、人を育てるこ

とこそ、企業の発展する道に違いないことが、いうまでもなく、これまで認識されてきた。

中国は日本企業が海外に事業を展開する際に、最も重要な対象の一つであるため、日本企

業にとっての位置付けも、最初の貿易拠点から、製造拠点へ、そして経営拠点に転換され

つつある。そこで、従来は、技能やノウハウを習得させるなどの労務関係が中心であった

が、現在では、日系企業にとって、今後とも中国市場で引き続き発展していくためには、

高度な知識・スキルを持つ優秀な人材を育成する体制を構築していくことが重要な経営課

題となる。これまで、中国に進出する日本企業は、日本国内で蓄積した優れたノウハウを

用いて、ブルーカラー層に対する人事労務管理上の課題にスムーズに対応してきた一方、

ホワイトカラー層をはじめ、中国現地の優秀な人材の採用・育成・確保、また育成後の転

職リスクに直面しているなどの課題が、まだ数多く残っている。 

本研究は、既存研究である技術移転を中心とする日本型経営資源の国際移転と異なり、

人的資源管理の一環である人材育成の日本型経営資源の国際移転の視点から、ホワイトカ

ラー層の企業内教育訓練に注目し、理論的検討・詳細な国際比較を踏まえたうえで、日本

本社と中国現地会社の事例を分析し、そのうえ、日系企業の人材育成のあり方を論じたも

のである。 

 

2222．．．．先行研究先行研究先行研究先行研究のまとめとのまとめとのまとめとのまとめと本研究本研究本研究本研究のののの創造性創造性創造性創造性    

これまで行われてきた先行研究のレビューは、主に人材育成に関するもの、在中日系企

業の人材育成に関するもの、といった 2つの視点から議論をなされてきた。これらの先行

研究は筆者に多くの示唆を与えた。すなわち、①国際人的資源管理の視点から、本社の人

的資源管理施策が強調された。②技術移転及び人的資源管理移転の視点から、中国現地で

の適用適応の度合が明らかにされた。また、統計数値を用いた全体の分析によって、在中

日系企業の全体像が明らかにされた。 

一方、以下の不足点をも感じた。①日本型経営資源の中国への移転に関して、技術移転

のほかに、人的資源移転の視点から、電子・電気産業に着目された一方、電気機器に続き、

2000 年に入ってから、その進出が本格的に行われてきた自動車産業の事例に触れるケース

がまだ少ないようである。②ホワイトカラー層を対象に、人的資源管理の一環である企業

内教育訓練を中心とする人材育成を、グローバル統合と現地適応の視点から検討するのが

まだ足りないようである。③在中日系企業が直面している問題点を解決するための改善策

が求められている。 

そこで、本研究の創造性とは、既存研究の成果を批判的に継承しつつ、研究対象として、

既存研究である在中日系企業の人的資源管理の全般移転が課題とされたのに対して、更な

る細かく、人的資源管理の一環である企業内教育訓練を中心とする人材育成を抽出し、追
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究したことである。それから、単なる現地の視点から人材育成を強調するだけではなく、

グローバル統合と現地適応といった 2 つの側面から考察したことである。 

そのため、①人材育成の理論的裏付け及び日系企業の人材育成に関する諸研究を理論的、

かつ実証的に論じた先行研究のサーベイを行った。②国際比較を通じて、これまで明かさ

れていなかった中国の企業内教育訓練を考察し、詳細な試論を展開した。③日本の公的機

関により発表された最新のデータを用いて、日系企業が中国に進出する状況を明らかにし

た。④事例分析を行った。そして、以上の 4点を総合的に捉え、在中日系企業の人材育成

のあり方を考察した。 

 

3333．．．．研究方法研究方法研究方法研究方法    

研究方法として、理論的検討、国際比較及び事例研究を用いた。    

まず、人材育成は理論的な裏付けが必要である。資料に当たって調べることの必要性を

念頭に置き、できるだけ原典に基づくようにした。 

国際比較の部分では、各国の差異を記述することにした。公的機関の調査報告書に限定

し、ドイツ・日本・中国をマクロ的に比較した。とりわけ、日本と中国の人材育成を一時

点の現象として捉えないことにし、歴史的要素を配慮しながら、時系列でのつながりを重

視した。 

事例研究の部分では、公開資料、インタビュー調査の記録、社内資料の 3つの方法によ

りデータを収集した。 

インタビュー調査に関して、二種類の質問表を用意した。質問票は、日本企業の本社を

対象とする部分Aと、日本企業の中国現地法人を対象とする部分Bの二部より構成される。

調査票Aは本社の海外窓口担当者に、調査票Bは現地法人責任者に記入をしていただいた。

筆者は、トヨタと中国現地会社及び関連会社を対象に、2005 年 4 月から 2009 年 1 月にか

けて、計 6回のインタビュー調査を行った。各調査実施以降の補足質問や詳細確認などは

人事担当者よりメール、電話で回答を得た。 

 

4444．．．．各章各章各章各章のののの概要概要概要概要    

各章の概要は以下のようである。 

序章では、研究課題を明らかにし、先行研究を踏まえたうえで、分析視角を提示した。 

第Ⅰ部「人材育成に関する理論的検討」では、後続第Ⅱの事例研究の部分に先立ち、人

材育成に関する理論的検討を行った。 

第 1 章の「人材育成に関する理論的アプローチ」においては、第 1 節では、問題意識に

則りながら、改めて、人材育成に関する主な理論の原典に立ち返り、詳細な記述を引用し

た。続く第 2 節では、人的資源管理における人材育成の位置付けを明らかにした。第 1章

では、人材育成の理論的な裏付けは、時代とともに、その変化が現れた。テイラーの科学

的管理より、むしろ、マズローの欲求段階説、ハーズバーグの動機づけ・衛生理論が人材

育成を行う際に、重視されるようになったということがわかった。 
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第 2 章の「在中日系企業に関する従来の諸研究」は、文献サーベイを中心に、中国に進

出している日系企業の実態及びその背景事情について分析した。具体的には、①日本企業

の現地経営にかかわる既存研究と考察視点を明らかにしたうえで、日本側の代表的な公的

機関によって過去に実施された調査を挙げた。一つの調査結果のみ頼らずに、複数の結果

を総合的に見ることにした。②日中両国の研究者による調査結果に基づき、中国に進出し

ている日系企業の実態と存在している問題点の時系列的変化を可能な限り客観的に把握し

た。留意すべきは、日本側だけではなく、とりわけ日中両国の事情に両方とも詳しい研究

者の視点を取上げた。その上、本研究のフレームワークを提示した。すなわち、企業内教

育訓練に焦点を当て、ホワイトカラー層の本社従業員と現地従業員を分析対象に、国際移

転及びグローバル統合・現地適応の視点から、在中日系企業の人材育成を分析した。 

第 3 章の「日系企業の人材育成」は、企業内教育訓練を中心に、日系企業の人材育成を

考察した。第 1節では、本研究における企業内教育訓練の定義及び企業内教育訓練体系の

構築といった 2つの側面から記述した。続く第 2節では、企業内教育訓練の方法と特徴を

明らかにした。第 3節では、その体系の構築を考察した。この章においては、以下のこと

がわかった。日本においては、企業内教育訓練は、基本的には OJT、Off-JT、自己啓発か

らなる。OJT が中心とされ、Off-JT は、階層別と職能別に分かれ、補助的な役割を果たし

ている。そして、自己啓発も不可欠である。とりわけ、日本の企業内教育訓練においては、

管理職に問題解決能力が求められていることがわかった。 

第 4 章の人材育成の国際比較の部分では、日本と中国の人材育成を一時点の現象として

捉えないことにし、歴史的要素を配慮しながら、時系列でのつながりを考察した。また、

日本、中国だけではなく、ドイツをも視野に入れて、マクロ的に比較した。日本、ドイツ

の人材育成制度への認識のもと、途上国である中国が自国の人材育成制度の構築に際して、

両国からのアドバイスを求めている。日本・ドイツ企業と比べ、だいぶ遅れた人材育成に

取り組んだ中国企業は、いろいろと教訓を学べるのであろう。 

 そのため、第 1 節では、主に先行研究の文献整理を中心に、ドイツの労働事情を簡単に

触れたうえで、デュアルシステムをはじめとする職業教育訓練制度に焦点を当てて述べた。 

第 2 節の「日本における人材育成」では、企業内教育という視点から、まず、日本の労

働事情を簡単に触れた。次いで、戦後、日本における企業内教育の歴史的変遷を概観した

上で、最近新たな動きをも取り上げた。それから、日本の公的機関による例年の調査結果

を用いて、企業内教育の現状を明らかにし、そのトレンドを踏まえながら、存在している

問題点を分析し、今後の課題について述べた。 

第 3 節では、先進国と比較すれば、教育訓練の歴史がまだそれほど長くないにもかかわ

らず、人材育成への関心がかつてないほど高まっている中国の人材育成を検討した。とり

わけ、これまで、明かされていなかった中国の企業教育訓練の歴史的展開を筆者なりに 4

つの時期に分け、その対象と手法の変遷を考察し、さらに今日、存在している問題点を分

析した。 

第 4 節では、国際比較を通じて中国に与える示唆とは、中国の企業教育訓練を構築する
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際に、短期的には、OJT、OFF-JT、自己啓発といった 3 つの体系が効果的に連動する形で展

開される日本の企業内教育訓練が参考に値する。また、長期的には、資格制度をはじめと

する企業間に通用するドイツの経験を借りるべきだと主張した。 

第Ⅱ部「在中日系企業の人材育成に関する事例研究」においては、前続第Ⅰの理論的検

討の部分に続き、人材育成に関する事例研究を行った。 

事例研究の部分で、トヨタ自動車株式会社を取上げる理由として、①企業内教育訓練を

調べる際にして、対象として選ぶ企業は、企業内教育訓練を重視し、人材育成施策を積極

的に実施してきた企業がふさわしい。トヨタはこれに該当すると思われる企業の 1 つであ

る。②トヨタは、海外拠点数および海外での売上高比率において、日本国内のメーカーの

中で、上位に位置し、グローバル規模での事業展開に積極的に取り組んでいることから、

グローバル人材育成体制を確立している。③早い時期に中国に進出を果たしたパナソニッ

クグループと比較した結果、トヨタは、地域統括会社を設置していないため、現地適応の

傾向が強いと考えられる。そこで、中国に進出する日系企業の人材育成の全体像より、事

業の展開が遅れたとしても、着実に成長していくトヨタの事例分析を通じて、人材育成の

実態をより鮮明に把握しやすくなり、在中日系企業の人材育成のあり方に示唆を与えられ

るのではないかと考えておる。  

第 5 章は、まず日本企業の対中進出の変遷を概観し、存在している問題点を検証した。 

第 6 章は、中国に進出しているトヨタの人材育成はどのように行われているかという問

題を、トヨタ本社と中国現地合弁会社である天津一汽豊田汽車有限公司のホワイトカラー

層における企業内教育訓練の比較研究を通じて検討した。 

理論的検討の部分と結びつけながら、2 つの視点、すなわち、①経営資源の国際移転の
．．．．．．．．．．

視点
．．

から、本社の経営慣行が現地にどの程度移転されているかを明らかにした。②グロー
．．．

バル統合―現地適応の視点
．．．．．．．．．．．．

から、トヨタ本社を対象に、公式的な側面である制度の統合、

非公式的な側面である規範の統合からアプローチし、現地適応については、天津一汽豊田

を対象に、現地従業員の人材育成の諸実施政策を考察した。 

考察を通じて、得た結論を以下の通りである。 

まず、日本型経営資源の国際移転の視点から、トヨタ本社、天津一汽車豊田を対象に、

人材育成の具体的な実施策を比較することによって、その移転度合いがわかった。人材育

成の具体的な実施策の特徴として、共通しているのは、以下の点を指摘することができる。

①人材育成の基本はあくまで職場にある。すなわち、日々の業務を通じて、上司や先輩か

ら指導を受け、または部下や後輩を指導する OJT が何より重要である。②問題解決能力が

要求される。従業員が問題解決を実践し、その過程で上司・先輩によって指導され、その

繰り返しの中で、トヨタウェイが具体化されるようになる。このように、トヨタ本社で蓄

積された人材育成資源を動員し、天津一汽豊田での仕事や職務に関する基礎的な教育訓練

の定着化を図ることが強調され、いわゆる人材育成の基盤はある程度整備され、より有能

な現地人材の育成に力を入れるようになった。したがって、トヨタ本社の企業内教育訓練

に関するノウハウを移転し、現地従業員及び管理者を育成することが主な目標となる。ま
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た、問題解決資源が移転され、より高度の品質管理技法を導入することで、組織内の学習

能力を高められた。とりわけ、問題解決に関わる資源が、天津一汽豊田に最終的に導入さ

れ、組み込まれることによって初めて、現地での競争優位が確立されることになるといえ

るのだろう。 

次に、グローバル統合と現地適応の視点から、トヨタのグローバル人材育成について、

公式的な側面である制度の統合といった目に見えるハードの部分がある。特に、トヨタウ

ェイによって、共有すべき暗黙の価値観が明示知化された。一方、非公式的な側面である

規範の統合として、トヨタの企業理念を含めた目に見えないソフトの部分がある。 

現地適応として、全体的には、人材育成関連の経営慣行が大いに歓迎されていることが

わかった。天津一汽豊田は積極的な人材育成政策を通じて、優れたトヨタ本社の管理手法

の理解と習得を図っただけではなく、現段階では、現地の従業員の自らの能力・スキル、

職務遂行能力の向上に効果的な手段となった。それから、日本本社の経営スタイルを重視

している一方、中国の習慣に応じて努力を行っている。また、トヨタ本社の管理手法の応

用程度は企業の操業年数、規模、業務内容に関わる。企業の操業年数が長いほど、企業規

模が大きくなるほど、業務内容が現地に依存しているほど、現地諸条件を配慮した独自の

人材育成方法が現れると考えられる。 

以上の分析を通じて、天津一汽豊田に関して、筆者なりに改善すべきところを提言した。

①管理職については、大卒比率を高めて、中間管理職の基礎を拡大する必要がある。②階

層別教育において、主管、主任クラスを対象にする昇進後の訓練を昇進する前にすれば、

より従業員に動機を付けることができる。③日本への派遣研修はこれまで定期的に行われ、

従業員の励みとなり、日本の管理手法を理解させた上で、非常に効果が高いと評価されて

いるが、かかるコストが高いため、長期的には、現地での育成方法に力を入れるべきであ

る。④OJT と Off-JT を重視・活用すると同時に、自己啓発への移行も必要がある。 

以上のように、理論的検討及び事例研究を通じて、在中日系企業の人材育成のあり方を

も考えた。すなわち、①人材を育成する際に、企業理念の明示が重要な役割を果たしてい

る。本社が重視する価値、社会的存在意義、従業員との関係などを企業理念・行動基準と

して明文化することによって、現地社員に企業理念・行動基準の考え方の共有を促せば、

企業への一体感の強化につながる。②本社グローバル統合と現地適応と両方とも不可欠で

ある。人材育成体系は段階的形成する視点からみれば、定着化を経てから、次の段階の学

習能力の強化へと進めていることは、現地従業員のモチベーション、職務遂行能力・スキ

ルの向上といった効果をもたらすと同時に、現地諸条件を配慮した独自の人材育成方法が

現れてくると推測できる。③人材育成を行う際に、動機づけ要因の活用が重要であり、キ

ャリア・パスとつながれば、より良い効果を得られる。 

 

5555....研究成果及研究成果及研究成果及研究成果及びびびび今後今後今後今後のののの課題課題課題課題    

研究成果として、①人材育成の理論的裏づけ及び日系企業の人材育成に関する諸研究を

理論的、かつ実証的に論じた先行研究のサーベイに力を入れて整理した。②国際比較を通
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じて、ドイツ、とりわけ日本及び中国の企業教育訓練の歴史的変遷を踏まえ、詳細な試論

を展開していた。特にこれまで明かされていなかった中国の企業教育訓練現状を明らかに

した。③日本の公的機関により発表された最新のデータを用いて、日系企業が中国に進出

する状況及び問題点を検証した。④事例分析を通じて、職務を基軸にしたグローバル統合

と現地適応の両立、国境を越えた規範の統合の強化及びグローバル人事育成制度の構築を

通じた制度の統合の実現を論じた、といった 4 点を総合的に捉え、在中日系企業の人材育

成のあり方を考察した。 

一方、本研究には、まだまだ研究・検証、検討の必要のある部分、残された課題が数多

くある。 

まず、研究方法として、アンケート調査をはじめとする計量的分析を行い、結論の普遍

性を検証することが必要である。それから、事例研究で取上げたトヨタの規範の統合と制

度の統合の連動性を掘り下げて研究すると同時に、事業の拡大に伴って現地企業の変化を

注目しながら、また各現地会社の間、同産業の企業との相違点を考察する必要がある。ま

た、人的資源管理の一環である企業内教育訓練を、処遇や評価などの人的資源管理のほか

の諸機能との連動性を考察する必要がある。さらに、モチベーションの引き上げに重要な

働きをする動機づけ要因を人材育成の中にさらに明示的に取組み、企業内教育訓練を通じ

て、従業員のスキル・知識をアップさせる段階にとどまらず、学習型組織のメガニズムの

構築に向けて、引き続き探求する必要がある。 

上記の課題を念頭に置きながら、今後ともこの研究を丹念に行い、その解明に取組んで

いきたい。 
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中国国家統計局(2008)『中国貿易外経統計年鑑2008』中国統計出版社。 

中国通信社(2006.4.6)『日刊中国通信』中国通信社。 

張晟(2005)『中国人をやる気にさせる人材マネジメント』ダイヤモンド社。 

趙曉霞(2002)『中国における日系企業の人的資源管理についての分析』白桃書房。 

津田真澂(1977)『人事労務管理の思想』有斐閣。 

董光哲(2007)『経営資源の国際移転:日本型経営資源の中国への移転の研究』文眞堂。 

トヨタ自動車工業株式会社社史編集委員会編(1967)『トヨタ自動車30年史』トヨタ自動車工業。 

21世紀中国総研編(2007)『中国進出企業一覧：上場会社篇(2007-2008年版)』蒼蒼社。 

日本イーラーニングコンソシアム編(2008)『e ラーニング白書 2008/2009 年版』東京電機大学出版

局。 

日本経営協会(2008)『人材白書2009』社団法人日本経営協会。 

日本経営者団体連盟(1995)『新時代の「新日本的経営」――挑戦すべき方向とその具体策』日本経

営者団体連盟。 

日本厚生労働省大臣官房国際課(2006)『2004-2005年海外情勢報告』TKC出版。 
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日本厚生労働省編(2009)『世界の厚生労働2009』TKC出版。 

日本厚生労働省編(2009)『平成21年版労働経済白書』日経印刷株式会社。 

日本在外企業協会(2003)『海外派遣者ガイドブック：中国(WTO 加盟後の労働事情)編』日本在外企

業協会。 

日本内閣府経済財政分析統括官付海外担当編(2007)『月刊海外経済データ』ダイワ。 

日本貿易振興機構(1997)『中国の労務管理』ジェトロ。 

日本貿易振興機構編著(2004)『中国市場に挑む日系企業：その戦略と課題を探る』ジェトロ。 

日本貿易振興機構(2004)『中国進出日系企業の実態と地域別投資環境満足度評価』ジェトロ。 

日本貿易振興機構(2005)『中国進出企業の人材活用と人事戦略』ジェトロ。 

日本貿易振興機構海外調査部(2006)『米国企業の対中国経営戦略』ジェトロ。 

日本労働研究機構(1987)『中国の労働事情：対外開放政策と日系企業』日本労働協会。 

日本労働研究機構編(1998)『企業内における教育訓練経歴と研修ニーズ：大企業の事務・技術系社

員を中心にして』日本労働研究機構。 

日本労働研究機構(2001)『雇用創出とリストラの時系列的分析――失われた10年で日本企業は何を

してきたか』日本労働研究機構。 

根本孝(1988)『外資系企業の人的資源管理』創成社。 

馬成三(2000)『中国進出企業の労働問題――日米欧企業の比較による検証』ジェトロ。 

林克明・渡邉正裕(2007)『トヨタの闇』ビジネス社。 

平澤勝彦・守屋貴司編著(2001)『国際人事管理の根本問題』八千代出版。 

藤本昭編著(1994)『中国――市場経済への転換』日本貿易振興会。 

藤本隆宏(1997)『生産システムの進化論――トヨタ自動車にみる組織能力と創発プロセス』有斐閣。 

藤本隆宏(2003)『能力構築競争』中公新書。 

藤本隆宏(2004)『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社。 

フランク・ゴーブル著・小口忠彦監訳(1972)『マズローの心理学』産業能率短期大学出版部。 

ヘイコンサルティンググループ編著(2007)『グローバル人事：課題と現実：先進企業に学ぶ具体策』

日本経団連出版。 

真鍋一史(2003)『国際比較調査の方法と解析』慶應義塾大学出版会。 

三菱総合研究所経済・経営本部経営開発部編著(1992)『日本企業のグローバル戦略：「海外事業」転

換期の課題とシナリオ』ダイヤモンド社。 

森五郎編(1989)『労務管理論』有斐閣。 

森五郎監修(1995)『人事労務管理』泉文堂。 

森五郎編著(1995)『現代日本の人事労務管理』有斐閣。 

守島基博(2004)『人材マネジメント入門』日本経済新聞社。 

守島基博(2007)『人材マネジメント入門』日経文庫。 

山口博幸(1992)『戦略的人間管理の組織論的研究』信山社。 

横山正博(2005)『人的資源理論の基礎と展開』中央経済社。 

吉原英樹(1979)『多国籍企業論』白桃書房。 

吉原英樹(1989)『現地人社長と内なる国際化』東洋経済新報社。 

労務行政研究所編(2008)『これからの人材育成研究』労務行政。 

A.H.マズロー/上田吉一訳(1973)『人間性の最高価値』誠信書房。 

F.J.レスリスバーガー{ほか}共著/磯貝憲一{ほか}共訳(1965)『生産者集団の行動と心理：モチベー

ション・生産性・満足度』白桃書房。 

FOURIN(2004)『中国自動車産業2004/2005』FOURIN社。 
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池内秀己(2009)「日本的経営は変容したか――原理・構造・制度」『経営行動研究年報』第18号、

経営行動研究学会、pp.10-16。 

石井脩二(1999)「人的資源管理の課題と内容」『産研論集』第 21 号、関西学院大学産業研究所、

pp.37-53。 

稲川文夫(2004)「職業教育訓練の国別比較」『グローバル人づくり』22(4)、海外職業訓練協会、 

pp.17-25。 

井原久光・鶴岡公幸(2001)「コーポレート・ユニバーシティ」『長野大学紀要』第23巻第1号、通

巻第86号、長野大学産業社会学部、pp.22-41。 

岩田一哲(2006)「戦略的人的資源管理のプロセス論的評価に向けて」『高松大学紀要』第45号、高

松大学、pp.33-49。 

岩出博(1981)「現代アメリカ労務管理論における『人的資源アプローチ』の研究」『経済集志』第

51巻第3号、日本大学経済学研究会、pp.282-286。 

岩出博(2002)「戦略的人的資源管理の理論的基礎」『経済集志』第71巻第4号、財団法人学会誌刊

行センター、pp.87-101。 

大川裕行(2001)「アウトソーシング概念の生成」『経営研究』第 3 号、愛知学泉大学経営研究所、

pp.13-27。 

大嶋淳俊(2009)「『コーポレート・ユニバーシティ論』序説」『季刊 政策・経営研究』Vol.2、三菱

UFJリサーチ&コンサルティング 、pp.149-163。 

大庭篤夫(1983)「環境変化への企業の適応行動」『桜美林エコノミックス』(13)、桜美林大学経済学

部、pp.61-75。 

大庭篤夫(1986)「イノベーション生起の条件」『桜美林エコノミックス』(15)、桜美林大学経済学部、

pp.61-72。 

大庭篤夫(1997)「企業環境変化と経営理念」『桜美林エコノミックス』(37)、桜美林大学経済学部、

pp.49-62。 

大庭篤夫(1998)「日本企業をめぐる環境変化」『桜美林大学産業研究所年報』(15・16)、桜美林大学

産業研究所、pp.99-115。 

大庭篤夫(2001)「新資本主義に日本的経営システムは収斂するか」『桜美林エコノミックス』(45)、

桜美林大学経済学部、pp.7-20。 

岡田行正(2002)「人的資源管理の生成と理論的基礎要因」『季刊北海学園大学経済論集』第49巻第

4号、北海学園大学経済学会、pp.239-254。 

郝燕書(1994)「韓国・台湾における日本型生産システム：日系自動車・電機工場の『適用』と『適

応』(4)」『社会科学研究』45(6)、東京大学社会科学研究所、pp. 99-148。 

郝燕書(2000a)「中国電子産業の発展と日本企業の国際化」明治大学経営学研究所『経営論集』47(1)、

(154)、明治大学経営学研究所、pp.33-62。 

郝燕書(2000b)「中国経済発展と日本的生産システム――テレビ産業における技術移転と形成」『明

治大学社会科学研究所紀要』39(1)、(53)、明治大学社会科学研究所、pp.317-323。 

郝燕書(2006)「異文化経営におけるトップマネジメントの役割――日系企業の人材育成の事例を中

心に」『経営論集』第53巻第3号、明治大学経営学研究所、pp.129-151。 

加藤恭子(2001)「日米における人事労務管理研究の現状――人的資源管理と戦略的人的資源管理の

考察を通じて」『産業・組織心理学研究』第14巻第1号、産業組織心理学会、pp.45-56。 

金山権(1995)「中国における外国投資の分析：投資形態の多様性」『日本経営教育学会全国研究大会

研究報告集』(31)、Nippon Academy of Management Education、pp.17-21。 

金山権(1996)「対中直接投資の経済効果および問題の分析」『桜美林エコノミックス』(35)、桜美林

大学経済学部、pp.57-72。 
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金山権(1997)「中国進出日系企業の現状と労使関係問題の分析」『桜美林エコノミックス』(38)、桜

美林大学経済学部、pp.25-42。 

金山権(1998)「中国における労使関係の現状分析――市場経済下の労働組合の地位と職能転換の課

題」『桜美林大学産業研究所年報』(15・16)、桜美林大学産業研究所、pp.19-33。 

菊池敏夫(1977)「企業組織の変動と環境要因」『組織科学』11(4)、白桃書房、pp.23-32。 

菊池敏夫(1995)「東アジアにおける企業の経営管理」『日本大学経済学部産業経営研究』37、日本大

学、pp.2-24。 

菊池敏夫(1996a)「東アジアにおける企業行動の分析」『日本大学経済学部産業経営研究』18、日本

大学、pp.1-9。 

菊池敏夫(1996b)「現代経営問題の分析と展望」『国際商業』29(7)、国際商業出版、pp.146-148。 

菊池敏夫(1999)「経営行動と自己規制力――経営学の分化と統合の視点から」『経済集志』68(4)、

日本大学経済学研究会、pp.467-470。 

北村俊男(2004)「これからの海外進出企業環境と国際人づくり」『グローバル人づくり』第82号、

Vol.21、No.4、財団法人海外職業訓練協会、pp.21-27。 

木村三千世(2008)「職業能力開発制度に関する課題」『四天王寺大学紀要』第46号、四天王寺大学、

pp.53-72。 

九門崇(2005)「中国における日系企業のブランドイメージ」『日本貿易会月報』2005年7・8合併号、

No.628、日本貿易会、pp.36-39。 

黒田兼一(2006)「人事労務管理の新展開――ヒューマン・リソース・マネジメントをどうみるか」

『立命館経営学』第44巻第5号、立命館大学経営学会、pp.1-11。 

小池和男(2000)「職場の人材開発」『社会科学研究』第52巻第1号、東京大学社会科学研究所、pp.3-23。 

江春華(2003)「人的資源管理の生成と日本的経営」新潟大学大学院現代社会文化研究科『現代社会

文化研究』第26号、新潟大学大学院現代社会文化研究科紀要編集委員会、pp.129-146。 

胡桂蘭(2001a)「異文化融合を経る在中日系企業の人材育成――松下電器の事例を中心にして」『中

京経営紀要』(1)、中京大学大学院経営学研究科、pp.95-107。 

胡桂蘭(2001b)「在中日系企業の成功要因：経営理念の確立と人的資源の活性化こそ成功のカギ(経

営学部創設10周年記念号)」『中京経営研究』11(1)、中京大学、pp.247-265。 

胡桂蘭(2002)「中国人の職業観と日本的経営に対する評価：アンケート調査分析」『中京経営紀要』

(2)、中京大学、pp.141-169。 

胡桂蘭・古田秋太郎(2002)「在中日系企業中国人社員の職業観と日本企業文化に対する評価：アン

ケート調査(市川繁先生退職記念号)」『中京経営研究』11(2)、中京大学、pp.291-315。 

小杉俊哉(2004)「7 つの目的を軸としたコーポレート・ユニバーシティの分類」『人材教育』No.2、

Vol.182、JMAM人材教育、pp.24-26。 

古林恒雄(2007)「中国『労働契約法』と企業の対応」『(月刊)グローバル経営』2007年10月号、No.309、

日本在外企業協会、pp.8-11。 

逆瀬川潔(2000)「ドイツの職業訓練――デュアルシステムについて」『帝京経済学研究』第34巻第

1号、帝京大学経済学会、pp.65-87。 

佐藤憲正(1993)「The Management of Human Resource and Culture in Multinational Enterprises 

(MNEs)」『桜美林大学国際文化研究』(14)、財団法人学会誌刊行センター、pp.71-102。 

佐藤憲正(1979)「多国籍企業研究」『桜美林エコノミックス』(8)、桜美林大学経済学部、pp.103-124。 

佐藤憲正(1987)「国際化時代における経営管理――企業組織環境の激変に対する社会工学的アプロ-

チ」『桜美林エコノミックス』(19)、桜美林大学経済学部、pp.67-85。 

佐藤憲正(2002)「情報リテラシーと経営文化」『経営行動研究年報』(11)、経営行動研究学会、

pp.96-100。 

茂垣広志(1994)「国際人的資源管理の基本的視座と本社志向的エクスパトリエイト」『横浜経営研究』
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Hofstede, G. (1991) Culture and Organization, McGraw-Hill. 
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Associates. (ジェームズ・P・ウォマック, ダニエル・ルース, ダニエル・T・ジョーンズ(1990)
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Press. (ジェフリー・K・ライカー, W. マーク・フルーイン, ポール・S・アドラー編著(2005)

『リメイド・イン・アメリカ』中央大学出版部)。 

Jeffrey K. liker (2004) THE TOYOTA WAY, McGraw-Hill. (ジェフリー・K・ライカー(2004)『ザ・

トヨタウェイ(上)・(下)』日系BP社)。 

M.L. Detouzos, R.K. Lester and R.M. Solow (1989) Made in America, Harper Perennial, New York. 

(マイケル・Ｌ・ダートウゾスほか著・依田直也訳(1990)『Made in America――アメリカ再生
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諶新民・余炬文・朱莉(2005)『員工培訓成本収益分析』広東省出版集団。 

諶新民主編(2005)『人力資源管理概論』清華大学出版社。 

大衛・威坦等著/ 垒王 訳(2004)『管理技能開発』清華大学出版社。 

郭京生・潘立編著(2007)『人員培訓実務手冊』機械工業出版社。 

郭京生・張立新(2003)『人員育成訓練実務手冊』機械工業出版社。 

何国玉(2004)『人力資源管理案例集』中国人民大学出版社。 

傑克・菲利普斯/李元明など訳(2001)『育成訓練評估与衡量方法手冊』南開大学出版社。 

孔傑・王洪偉(2003)『2003年度中国企業最佳案例――人力資源』商務印書館。 

雷蒙徳・A・諾伊/徐芳訳(2001)『雇員育成訓練与開発』中国人民大学出版社。 

李徳偉主編(2006)『『人力資源培訓与開発技術』科学技術文献出版社。 

李桂華(2005)『人力資源管理』中国金融出版社。 

尘李嘯 (2004)『新人力資源管理』石油工業出版社。 

労倫斯・S・克雷曼/孫非訳(2003)『人力資源管理：獲取競争優勢的工具』機械工業出版社。 

馬建新(2004)『人力資源管理与開発』石油工業出版社。 

欧陽潔・董国峰(2004)『員工培訓』清華大学出版社。 

彭剣鋒(2005)『人力資源管理概論』復旦大学出版社。 

孫健(2004)『学習型員工的培育』企業管理出版社。 
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王璞(2005)『人力資源管理咨詢実務』機械工業出版社。 

謝晋宇(2005)『人力資源開発概論』清華大学出版社。 

徐芳(2005)『育成訓練与開発理論及技術』復旦大学出版社。 

徐慶文・斐春霞(2003)『育成訓練与開発』山東人民出版社。 

楊柳(2005)『豊田汽車攻略』南方日報出版社。 

恺楊生斌主編・肖平・高 元副主編(2006)『育成訓練与開発』西安交通大学出版社。 

姚華(2005)『新時期人力資源管理方法与国際通用文本』中国科技文化出版社。 

于桂蘭等(2004)『人力資源管理』清華大学出版社。 
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張声雄(2002)『如何創建学習型組織』中国社会科学出版社。 
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張岩松・李健(2005)『人力資源管理案例精選精析』経済管理出版社。 

章哲(2003)『職業経理十項管理訓練』中国社会科学出版社。 

趙光忠(2002)『企業文化与学習型組織策划』中国経済出版社。 

鄭暁明(2005)『人力資源管理導論』機械工業出版社。 
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関涛(2005)「跨国公司内部知識転移過程与影響因素的実証研究」 

何輝(2008)「企業育成訓練風険管理研究」 

何品超(2002)「日本大型製造業企業的人員教育」 

何艶僖(2003)「企業人力資源培訓――論培訓的理論、原則、問題及処理対策」 

黄静(2005)「我国企業育成訓練需求分析研究及模型構建：A公司育成訓練需求分析実証研究」 

黄静(2005)「我国企業培訓需求分析研究及模型構建」 

蒋敏鳳(2006)「論企業集団母子公司人事管理控制模式的選択」 

凌国良(2005)「関于豊田生産方式的形成過程及在中国企業的応用研究」 

劉莉莉(2002)「企業文化視野下的員工培訓比較研究」 

李穎(2006)「我国企業培訓現状、問題及対策研究」 

潘晨光(2002)「日本企業人研究」 

喬忘林(2007)「行為経済学視角下的企業育成訓練投資：理論与経験研究」 

喬忘林(2007)「行為経済学視角下的企業培訓投資：理論与経験研究」 

邱諾(2007)「Y公司的育成訓練体系研究」 

王浩潔(2005)「現代企業育成訓練的中西比較分析」 

謝仁鋒(2006)「基于績効目標的企業培訓体系研究」 

許峻
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